
 （別紙１） 

企画提案書記載項目 

 

企画提案書には以下の項目について具体的に記載すること。 

なお、様式は任意とするが、様式サイズはＡ４とし、次の１～４を一体として綴ること。 

 

１ 企画提案の内容 

 （１）戦略分析 

   ・小浜京都ルートによる早期全線開業の必要性について、関西・北陸をはじめとし

た沿線住民に理解していただくために、北陸新幹線（敦賀・新大阪間）の整備に

おけるこれまでの経緯等を踏まえ、どのような戦略で業務を実施していくかを提

案すること。 

（２）ＷＥＢ広告配信業務 

・当該業務を実施するうえで最適な配信方法について提案すること。新規制作コン

テンツの配信については、当該業務を実施するうえで最適な配信スケジュールを

提案すること。 

・配信媒体について、YouTube 広告の活用を必須とする。その上で、その他のＷＥ

Ｂ広告媒体を活用する場合は、その媒体について提案すること。 

・ターゲットについて、具体的な配信地域および年齢層等について提案すること。 

・当該業務による推定広告表示回数を記載すること。 

・広告配信の結果分析とその有効性の検証の方法について提案すること。 

（３）理解促進動画コンテンツの制作 

  ・「小浜京都ルートによる大阪までの早期全線開業の意義や必要性」をテーマとし

た動画コンテンツについて、ターゲット戦略に基づき、設定したターゲット別に

それぞれ制作案を提案すること。ターゲット戦略についてはその考え方を示すこ

と。 

 （４）新聞広告掲載 

   ・当該業務を実施する上で最適な掲載時期を提案すること。また全国紙および県外

地方紙については、最適な新聞媒体、掲載サイズ（段）を提案すること。 

 （５）新聞広告デザインの制作 

   ・「小浜京都ルートによる大阪までの早期全線開業の意義や必要性」をテーマとし

た広告デザインについて提案すること。 

・ターゲット戦略に基づき、所要時間や地域ごとに感じる全線開業のメリット等、

地域を分けて掲載内容を変える場合は、その考え方を示すこと。 

・掲載地域によって掲載サイズ（段）を変える場合は、掲載サイズそれぞれについ

て広告デザイン案を提示すること。 

 （６）アンケート作成・分析 

   ・アンケートについて、仕様および県が使用する際の運用方法について記載するこ

と。 

   ・アンケートにおける設問項目・調査内容を記載すること。 



   ・収集したアンケート結果の集計・分析方法を記載すること。 

   ・アンケートの実施により得られる結果や、アンケート結果についてどのような分

析や細分化が可能かを記載すること。特に、回答者の属性ごとの傾向分析につい

て記載すること。 

・アンケートの詳細分析について、どのような可視化が可能か、想定されるアウト

プットを提示すること。 

   ・得られた分析結果について、県の広報活動において今後どのように活用していく

か、想定を記載すること。 

 （７）動画コンテストの実施 

   ・実施方法・実施スケジュールを提案すること。 

 ・コンテスト名、周知方法、入賞者数を提案すること。部門を複数設定する場合は、

設定する部門名および部門数を提案し、各部門について入賞者数、入賞者に対す

る賞金配分を記載すること。 

   ・一次選定通過作品から入賞作品を選定する際の選定方法を提案すること。 

    県では以下のような内容を想定しているが、その他よりよい審査方法があれば積

極的に提案すること。 

    （県想定）一次選定通過作品を公式 YouTubeチャンネルで公開し、いいね数を参

考とした上で県が入賞作品を決定 

   ・入賞作品を選定するにあたり、審査会を実施するとした場合は、審査委員として

想定する人物を含め、審査会の詳細を具体的に記載すること。    

 （８）独自事業 

   ・県が指定する業務内容以外に、受託者において実施する独自事業があれば提案す

ること。なお、独自事業についても契約金額に含める。 

２ 経 費 

・委託予定額３９，４８４，０００円（消費税および地方消費税を含む。）を上限とし

て業務に関する費用の概算額およびその内訳を詳細に記載すること。 

・１（２）～（８）にかかるそれぞれの予算配分額、およびその考え方を記載するこ

と。ただし、委託予定額の上限額の１５％以上をＷＥＢ広告配信費用に充てること。 

３ 事業実施のための組織体制 

・責任者、各業務の担当者等の構成、人数、業務従事予定者の略歴（氏名・役職、本

業務に関するこれまでの経験）等について体制図を用いて、責任者等を具体的に記

載すること。 

・これまでの実績やノウハウ、知識など、提案内容の実現可能性が判断できるよう記

載すること。 

・再委託を予定している場合は、再委託先の業務実績を記載すること。 

４ 事業スケジュール 

  ・契約からの全体スケジュールを記載すること。 


